
※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。　

点検項目

満たす
満たさ
ない

通院が困難な利用者について

居宅療養管理指導費は、在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、定期的に訪問して指導
等を行った場合の評価であり、継続的な指導等の必要のないものや通院が可能なものに対して安易
に算定してはならない。例えば、少なくとも独歩で家族・介助者等の助けを借りずに通院ができるもの
などは、通院は容易であると考えられるため、居宅療養管理指導費は算定できない（やむを得ない事
情がある場合を除く。）。※令和３年度明確化

□ □ □

１．医師が行う居宅療養管理指導費（Ⅰ）

（１）単一建物居住者１人に対して行う場合
□ □ □ １回につき、５１４単位を加算

（２）単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合
□ □ □ １回につき、４８６単位を加算

（３）（１）及び（２）以外の場合
□ □ □ １回につき、４４５単位を加算

（４）在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定居宅療養管理指導事業所の医師が、当
該利用者の居宅を訪問して行う計画的かつ継続的な医学的管理に基づき、介護支援専門員に対する
居宅サービス計画の策定等に必要な情報提供（利用者の同意を得て行うものに限る。）並びに利用者
又はその家族等に対する居宅サービスを利用する上での留意点、介護方法等についての指導及び
助言を行った場合であること。

□ □ □ 主治医意見書の様式を踏まえた新たな様式を設定。

（５）居宅療養管理指導費（Ⅱ）を算定する場合以外の場合に、医師が、当該利用者の居宅を訪問して
行う計画的かつ継続的な医学的管理に基づき、介護支援専門員に対する居宅サービス計画の策定
等に必要な情報提供を行った場合であること。

□ □ □

（６）必要に応じて、利用者の社会生活面の課題にも目を向け、地域社会における様々な支援へとつ
ながるよう留意し、また、関連する情報については、ケアマネジャー等に提供するよう努めること。 □ □ □

（７）１月に２回を限度とすること。
□ □ □

２．医師が行う居宅療養管理指導費（Ⅱ）

（１）単一建物居住者１人に対して行う場合
□ □ □ １回につき、２９８単位を加算

（２）単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合
□ □ □ １回につき、２８６単位を加算

点検結果

点検事項

請求実績有
請求

実績無

居宅療養管理指導費



点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

点検事項
請求実績有

請求
実績無

（３）（１）及び（２）以外の場合
□ □ □ １回につき、２５９単位を加算

（４）在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定居宅療養管理指導事業所の医師が、当
該利用者の居宅を訪問して行う計画的かつ継続的な医学的管理に基づき、介護支援専門員に対する
居宅サービス計画の策定等に必要な情報提供（利用者の同意を得て行うものに限る。）並びに利用者
又はその家族等に対する居宅サービスを利用する上での留意点、介護方法等についての指導及び
助言を行った場合であること。

□ □ □ 主治医意見書の様式を踏まえた新たな様式を設定。

（５）医科診療報酬点数表の在宅時医学総合管理料又は施設入居時等医学総合管理料を算定する
利用者に対して、医師が、当該利用者の居宅を訪問して行う計画的かつ継続的な医学的管理に基づ
き、介護支援専門員に対する居宅サービス計画の策定等に必要な情報提供を行った場合であるこ
と。

□ □ □

（６）必要に応じて、利用者の社会生活面の課題にも目を向け、地域社会における様々な支援へとつ
ながるよう留意し、また、関連する情報については、ケアマネジャー等に提供するよう努めること。 □ □ □

（７）１月に２回を限度とすること。
□ □ □

３．歯科医師が行う居宅療養管理指導費

（１）単一建物居住者１人に対して行う場合
□ □ □ １回につき、５１６単位を加算

（２）単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合
□ □ □ １回につき、４８６単位を加算

（３）（１）及び（２）以外の場合
□ □ □ １回につき、４４０単位を加算

（４）在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定居宅療養管理指導事業所の歯科医師
が、当該利用者の居宅を訪問して行う計画的かつ継続的な歯科医学的管理に基づき、介護支援専門
員に対する居宅サービス計画の策定等に必要な情報提供（利用者の同意を得て行うものに限る。）並
びに利用者又はその家族等に対する居宅サービスを利用する上での留意点、介護方法等について
の指導及び助言を行った場合であること。

□ □ □

歯科疾患在宅療養管理料（医療）の様式を踏
まえた新たな様式を設定。

（５）必要に応じて、利用者の社会生活面の課題にも目を向け、地域社会における様々な支援へとつ
ながるよう留意し、また、関連する情報については、ケアマネジャー等に提供するよう努めること。 □ □ □

（６）１月に２回を限度とすること。
□ □ □

４．病院又は診療所の薬剤師が行う居宅療養管理指導費

（１）単一建物居住者１人に対して行う場合
□ □ □ １回につき、５６５単位を加算

（２）単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合
□ □ □ １回につき、４１６単位を加算



点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

点検事項
請求実績有

請求
実績無

（３）（１）及び（２）以外の場合
□ □ □ １回につき、３７９単位を加算

（４）在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定居宅療養管理指導事業所の薬剤師が、
医師又は歯科医師の指示に基づき、当該利用者を訪問し、薬学的な管理指導を行い、介護支援専門
員に対する居宅サービス計画の策定等に必要な情報提供を行った場合であること。

□ □ □

（５）必要に応じて、利用者の社会生活面の課題にも目を向けた地域社会における様々な支援につな
がる情報を把握し、関連する情報を指示を行った医師又は歯科医師に提供するよう努めることとす
る。提供した文書等の写しがある場合は、記録に添付する等により保存することとする。

□ □ □

（６）１月に２回を限度とすること。
□ □ □

５．薬局の薬剤師が行う居宅療養管理指導費

（１）単一建物居住者１人に対して行う場合
□ □ □ １回につき、５１７単位を加算

（２）単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合
□ □ □ １回につき、３７８単位を加算

（３）（１）及び（２）以外の場合
□ □ □ １回につき、３４１単位を加算

（４）１月に４回を限度とすること。ただし、末期の悪性腫瘍の者、又は中心静脈栄養を受けている者に
対して、当該利用者を訪問し、薬学的な管理指導等を行った場合は、１週に２回、かつ、１月に８回を
限度とすること。

□ □ □

（５）在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定居宅療養管理指導事業所の薬剤師が、
医師又は歯科医師の指示に基づき、当該利用者を訪問し、薬学的な管理指導を行い、介護支援専門
員に対する居宅サービス計画の策定等に必要な情報提供を行った場合であること。

□ □ □



点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

点検事項
請求実績有

請求
実績無

（６）薬局薬剤師にあっては、薬剤服用歴の記録に、少なくとも次の内容について記載しなければなら
ないこと。

①利用者の基礎情報として、利用者の氏名、生年月日、性別、介護保険の被保険者証の番号、住
所、必要に応じて緊急時の連絡先等
②処方及び調剤内容として、処方した医療機関名、処方医氏名、処方日、処方内容、調剤日、処方内
容に関する照会の内容等
③利用者の体質、アレルギー歴、副作用歴、薬学的管理に必要な利用者の生活像等
④疾患に関する情報として、既往歴、合併症の情報、他科受診において加療中の疾患
⑤併用薬等（要指導医薬品、一般用医薬品、医薬部外品及びいわゆる健康食品を含む。）の情報及
び服用薬と相互作用が認められる飲食物の摂取状況等
⑥服薬情報（残薬の情報を含む。）
⑦副作用が疑われる症状の有無（利用者の服薬中の体調の変化を含む。）及び利用者又はその家族
等からの相談事項の要点
⑧服薬指導の要点
⑨訪問の実施日、訪問した薬剤師の氏名
⑩処方医から提供された情報の要点
⑪訪問に際して実施した医学的管理の内容（薬剤の保管状況、服薬状況、残薬の状況、投薬後の併
用薬剤、投薬後の併診、副作用、重複服用、相互作用等に関する確認、実施した服薬支援措置等）
⑫処方医に対して提供した訪問結果に関する情報の要点
⑬処方医以外の医療関係職種との間で情報を共有している場合にあっては、当該医療関係職種から
提供された情報の要点及び当該医療関係職種に提供した訪問結果に関する情報の要点

□ □ □

（７）居宅療養管理指導を算定している利用者に投薬された医薬品について、以下の情報を知ったとき
は、原則として当該薬剤師は、速やかに当該利用者の主治医に対し、当該情報を文書により提供す
るとともに、当該主治医に相談の上、必要に応じ、利用者に対する薬学的管理指導を行うこと。

①医薬品緊急安全性情報
②医薬品・医療機器等安全性情報

□ □ □



点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

点検事項
請求実績有

請求
実績無

（８）在宅協力薬局の薬剤師が在宅基幹薬局の薬剤師に代わって居宅療養管理指導を行った場合に
は、次の薬剤服用歴の記録を行うこと。

①在宅協力薬局は、薬剤服用歴の記録を記載し、在宅基幹薬局と当該記録の内容を共有すること。
②①を踏まえ、在宅基幹薬局は、居宅療養管理指導の指示を行った医師又は歯科医師に対する訪
問結果についての報告やケアマネジャーに対する必要な情報提供を行うこと。
③在宅基幹薬局は、薬剤服用歴に当該居宅療養管理指導を行った在宅協力薬局名及びやむを得な
い事由等を記載するとともに、請求明細書の摘要欄に在宅協力薬局が当該業務を行った日付等を記
載すること。

□ □ □ 　

（９）医師又は歯科医師は、薬剤師への指示事項及び実施後の薬剤師からの報告による留意事項を
記載すること。なお、当該記載については、医療保険の診療録に記載することとしてもよいが、下線又
は枠で囲う等により、他の記載と区別できるようにすること。また、薬局薬剤師による訪問結果につい
ての必要な情報提供についての文書は、診療録に添付する等により保存すること。

□ □ □

（１０）必要に応じて、利用者の社会生活面の課題にも目を向けた地域社会における様々な支援につ
ながる情報を把握し、関連する情報を指示を行った医師又は歯科医師に提供するよう努めることとす
る。提供した文書等の写しがある場合は、記録に添付する等により保存することとする。

□ □ □

６．情報通信機器を用いた服薬指導評価加算　　　※薬局の薬剤師が行う場合

在宅時医学総合管理料に規定する訪問診療の実施に伴い、処方箋が交付された利用者であって、居
宅療養管理指導費が月１回算定されている利用者に対して、情報通信機器を用いた服薬指導（指定
居宅療養管理指導と同日に行う場合を除く。）を行った場合。

□ □ □

（１）薬機法施行規則及び関連通知に沿って実施すること □ □ □

（２）訪問診療を行った医師に対して、情報通信機器を用いた服薬指導の結果について必要な情報提
供を行うこと □ □ □

７．麻薬管理指導加算

（１）疼痛緩和のために麻薬の投薬が行われている利用者に対して、当該麻薬の使用に関し必要な薬
学的管理指導を行った場合であること。 □ □ □

（２）麻薬の投薬が行われている利用者に対して、定期的に、投与される麻薬の服用状況、残薬の状
況及び保管状況について確認し、残薬の適切な取扱方法も含めた保管取扱い上の注意事項等に関
し必要な指導を行うとともに、麻薬による鎮痛効果や副作用の有無の確認を行った場合に算定するこ
と。なお、薬局薬剤師にあっては、処方せん発行医に対して必要な情報提供を行うこと。

□ □ □

１回につき１００単位を加算

１回につき４５単位を加算（月に一回）



点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

点検事項
請求実績有

請求
実績無

（３）薬局薬剤師にあっては、薬剤服用歴の記録に、少なくとも次の事項について記載されていなけれ
ばならない。

①訪問に際して実施した麻薬に係る薬学的管理指導の内容（麻薬の保管管理状況、服薬状況、残薬
の状況、麻薬注射剤等の併用薬剤、疼痛緩和の状況、麻薬の継続又は増量投与による副作用の有
無などの確認等）
②訪問に際して行った患者及び家族への指導の要点（麻薬に係る服薬指導、残薬の適切な取扱方法
も含めた保管管理の指導等）
③処方医に対して提供した訪問結果に関する情報（麻薬の服薬状況、疼痛緩和及び副作用の状況、
服薬指導の内容等に関する事項を含む。）の要点
④利用者又は家族から返納された麻薬の廃棄に関する事項（県知事に届け出た麻薬廃棄届の写しを
薬剤服用歴の記録に添付することで差し支えない。）

□ □ □

（４）医療機関の薬剤師にあっては、薬剤管理指導記録に、少なくとも次の事項について記載されてい
なければならない。

①麻薬に係る薬学的管理指導の内容（麻薬の保管管理状況、服薬状況、残薬の状況、疼痛緩和の
状況、副作用の有無などの確認等）
②麻薬に係る利用者及び家族への指導・相談事項（麻薬に係る服薬指導、残薬の適切な取扱方法も
含めた保管管理の指導等）
③利用者又は家族から返納された麻薬の廃棄に関する事項
④その他の麻薬に係る事項

□ □ □

（５）情報通信機器を用いた服薬指導評価加算を算定している場合は算定しない。
□ □ □

８．管理栄養士が行う居宅療養管理指導費

居宅療養管理指導(Ⅰ）(当該事業所の管理栄養士）

（１）単一建物居住者１人に対して行う場合 □ □ □ １回につき、５４４単位を加算

（２）単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 □ □ □ １回につき、４８６単位を加算

（３）（１）及び（２）以外の場合 □ □ □ １回につき、４４３単位を加算

（４）在宅の利用者であって通院又は通所が困難なものに対して、指定居宅療養管理指導事業所の管
理栄養士が、計画的な医学的管理を行っている医師の指示に基づき、当該利用者を訪問し、栄養管
理に係る情報提供及び指導又は助言を行った場合であること。

□ □ □

（５）厚生労働大臣が定める特別食を必要とする利用者又は低栄養状態にあると医師が判断した者に
対して、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、薬剤師その他の職種の者が共同して、利用者ごとの
摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。

□ □ □



点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

点検事項
請求実績有

請求
実績無

（６）利用者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っているとともに、利用者又はその家族等に対し
て、栄養管理に係る情報提供及び指導又は助言を行い、利用者の栄養状態を定期的に記録している
こと。

□ □ □

（７）利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直している
こと。 □ □ □

（８）医師の指示に基づき、管理栄養士が利用者の居宅を訪問し、作成した栄養ケア計画を患者又は
その家族等に対して交付するとともに、当該栄養ケア計画に従った栄養管理に係る情報提供及び栄
養食事相談又は助言を３０分以上行った場合であること。

□ □ □

（９）管理栄養士の行う居宅療養管理指導は、次のプロセスを経ながら実施すること。

①栄養スクリーニング（利用者の低栄養状態のリスクを把握）
②栄養アセスメント
③他職種共同で栄養ケア計画を作成し、利用者又はその家族に説明し、同意を得ること。
④栄養ケア計画に基づく居宅療養管理指導の実施。
⑤介護支援専門員に対する情報提供
⑥定期的な栄養状態のモニタリングや医師に対する報告など。
⑦概ね３月を目途として、栄養スクリーニングを実施し、医師の指示のもとに関連職種と共同して当該
計画の見直しを行うこと。

□ □ □

（１０）居宅療養管理指導の提供に当たり、居宅療養管理指導を行う医師・歯科医師の指導、助言等
につながる情報の把握に努め、必要な情報を医師又は歯科医師に提供する。 □ □ □

居宅療養管理指導(Ⅱ）（当該事業所以外の管理栄養士）

（１）単一建物居住者１人に対して行う場合 □ □ □ １回につき、５２４単位を加算

（２）単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合
□ □ □ １回につき、４６６単位を加算

（３）（１）及び（２）以外の場合
□ □ □ １回につき、４２３単位を加算

（４）当該事業所以外の他の医療機関、介護保険施設、日本栄養士会又は都道府県栄養士会が設
置・運営する「栄養ケア・ステーション」と連携して、当該事業所以外の管理栄養士が居宅療養管理指
導を実施した場合。

□ □ □

（５）居宅療養管理指導(Ⅰ）の（４）～（１０）に該当すること □ □ □

９．歯科衛生士等が行う居宅療養管理指導費

（１）単一建物居住者１人に対して行う場合
□ □ □ １回につき、３６１単位を加算

（２）単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合
□ □ □ １回につき、３２５単位を加算



点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

点検事項
請求実績有

請求
実績無

（３）（１）及び（２）以外の場合 □ □ □ １回につき、２９４単位を加算

（４）在宅の利用者であって通院又は通所が困難なものに対して、指定居宅療養管理指導事業所の歯
科衛生士、保健師又は看護職員が、訪問歯科診療を行った歯科医師の指示に基づき、当該利用者を
訪問し、実地指導を行った場合であること。

□ □ □

（５）居宅療養管理指導が必要であると歯科医師が判断した者（その実施に同意する者に限る。）に対
して、歯科衛生士、保健師又は看護職員が、当該利用者を訪問し、歯科医師、歯科衛生士その他の
職種の者が共同して、利用者ごとの口腔衛生状態及び摂食・嚥下機能に配慮した管理指導計画を作
成していること。

□ □ □

（６）利用者ごとの管理指導計画に従い療養上必要な指導として当該利用者の口腔内の清掃、有床義
歯の清掃又は摂食・嚥下機能に関する実地指導を行っているとともに、利用者又はその家族等に対し
て、実地指導に係る情報提供及び指導又は助言を行い、定期的に記録していること。

□ □ □

（７）利用者ごとの管理指導計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直してい
ること。 □ □ □

（８）歯科衛生士等による居宅療養管理指導は、訪問歯科診療を行った利用者又はその家族等に対し
て、当該訪問診療を行った歯科医師の指示に基づき、当該医療機関に勤務（常勤又は非常勤）する
歯科衛生士等が、利用者の居宅を訪問して、利用者又はその家族の同意及び訪問診療の結果等に
基づき作成した管理指導計画を利用者又はその家族等に対して交付するとともに、当該管理指導計
画に従った療養上必要な実地指導を１人の利用者に対して歯科衛生士等が１対１で２０分以上行った
場合に算定すること。

□ □ □

（９）実地指導が単なる日常的な口腔清掃等であるなど療養上必要な指導に該当しないと判断される
場合は算定できないこと。 □ □ □

（１０）指示を行った歯科医師の訪問診療の日から起算して３月以内に行われた場合に算定すること。
□ □ □

（１１）歯科衛生士等が居宅療養管理指導を行った時間は、実際に指導を行った時間をいうものであ
り、指導のための準備や利用者の移動に要した時間等は含まないこと。 □ □ □

（１２）医療機関に勤務する歯科衛生士等が、居宅に訪問して実施し、終了後は、指示等を行った歯科
医師に報告していること。 □ □ □

（１３）歯科衛生士等は、実地指導に係る記録を作成し、交付した管理指導計画を当該記録に添付す
る等により保存するとともに、指導の対象となった利用者ごとに利用者氏名、訪問先、訪問日、指導の
開始及び終了時刻、指導の要点、解決すべき課題の改善等に関する要点、歯科医師からの指示等、
歯科医師の訪問診療に同行した場合には、当該歯科医師の診療開始及び終了時刻及び担当者の署
名を明記し、指示等を行った歯科医師に報告すること。

□ □ □



点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

点検事項
請求実績有

請求
実績無

（１４）歯科衛生士等が行う居宅療養管理指導は、次のプロセスを経ながら実施すること。

①利用者の口腔機能（口腔衛生、摂食・嚥下機能等）のリスクを把握すること（以下「口腔スクリーニン
グ」という。）。
②口腔機能スクリーニングを踏まえ、利用者の解決すべき課題を把握すること（以下「口腔機能アセス
メント」という。）。
③口腔機能アセスメントを踏まえ、歯科医師、歯科衛生士その他の職種の者が共同して、利用者ごと
に口腔衛生に関する事項（口腔内の清掃、有床義歯の清掃等）、摂食・嚥下機能に関する事項（摂
食・嚥下機能の維持・向上に必要な実地指導、歯科保健のための食生活指導等）、解決すべき課題
に対し関連職種が共同して取り組むべき事項等を記載し、利用者の疾病の状況及び療養上必要な実
地指導内容や訪問頻度等の具体的な計画を含めた管理指導計画を作成すること。
④作成した管理指導計画は、居宅療養管理指導の対象となる利用者又はその家族に説明し、その同
意を得ること。
⑤管理指導計画に基づき、利用者に療養上必要な実地指導を実施するとともに、管理指導計画に実
施上の問題（口腔清掃方法の変更の必要性、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必要
性等）があれば直ちに当該計画を修正すること。
⑥利用者の口腔機能に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、口腔機能のモニタリ
ングを行い、当該居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師に対する報告を行うこと。
⑦利用者について、おおむね３月を目途として、口腔機能のリスクについて、口腔機能スクリーニング
を実施し、当該居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師に報告し、歯科医師による指示に基
づき、必要に応じて管理指導計画の見直しを行うこと。
⑧管理指導計画の見直しに当たっては、歯科医師その他の職種と共同して行うこと。
⑨サービスの提供記録において利用者ごとの管理指導計画に従い、歯科衛生士等が利用者の状態
を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に歯科衛生士等の居宅療養管理指導日の算定のため
に利用者の状態を定期的に記録する必要はないものである。

□ □ □

（１５）当該居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師は、訪問診療の結果等に基づき指示した
内容の要点を記載し、共同で作成した管理指導計画を添付する等により保存すること。 □ □ □

（１６）当該居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師は、管理指導計画に基づき、実際に実地
指導を行う歯科衛生士等に対して指示等を行い、指示等の内容の要点を記載すること。 □ □ □

（１７）当該居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師は、管理指導計画の見直しに当たって
は、歯科衛生士等の報告を受け、歯科医師の訪問診療の結果等に基づき、指示した内容（療養上必
要な実地指導の継続の必要性等）の要点を記載し、共同で作成した管理指導計画を添付する等によ
り保存すること。

□ □ □

（１８）利用者の口腔機能の状態によっては、医療における対応が必要である場合も想定されることか
ら、その疑いがある場合は、利用者又は家族等の同意を得て、指示を行った歯科医師、歯科医師を
通した指定居宅介護支援事業者等への情報提供等の適切な措置を講じること。

□ □ □



点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

点検事項
請求実績有

請求
実績無

（１９）居宅療養管理指導の提供に当たり、居宅療養管理指導を行う歯科医師の指導、助言等につな
がる情報の把握に努め、必要な情報を歯科医師に提供する。 □ □ □

１０．特別地域居宅療養管理指導加算

厚生労働大臣が定める地域に所在する指定居宅療養管理指導事業所の医師・薬剤師・管理栄養士・
歯科衛生士等が指定居宅療養管理指導を行った場合であること。

【厚生労働大臣が定める地域】平２４告１２０
①辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律(昭和三十七年法
律第八十八号)第二条第一項に規定する辺地
⇒　喜入、松元、郡山の一部地域及び東桜島地区（喜入瀬々串、喜入生見、喜入一倉、入佐、直木、
有屋田、東俣、黒神、高免）
②離島振興法（昭和二十八年法律第七十二号）第二条第一項の規定により指定された離島振興対策
実施地域　⇒桜島町新島

□ □ □

１１．中山間地域等における小規模事業所加算

厚生労働大臣の定める地域に所在し、かつ、厚生労働大臣が定める施設基準に適合する指定居宅
療養管理指導事業所の医師・薬剤師・管理栄養士・歯科衛生士等が指定居宅療養管理指導を行った
場合であること。

【厚生労働大臣が定める地域  平２１告８３・一】
①辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律(昭和三十七年法
律第八十八号)第二条第一項に規定する辺地
⇒　喜入、松元、郡山の一部地域及び東桜島地区（喜入瀬々串、喜入生見、喜入一倉、入佐、直木、
有屋田、東俣、黒神、高免）
②半島振興法(昭和六十年法律第六十三号)第二条第一項の規定により指定された半島振興対策実
施地域　⇒　喜入、松元、郡山、桜島及び東桜島地区（野尻・持木・東桜島・古里・有村・黒神・高免）

【厚生労働大臣が定める施設基準】
１月当たり延訪問回数が５０回以下の指定居宅療養管理指導事業所であること。

□ □ □ 　

１回につき所定単位数の１０／１００を加算

１回につき所定単位数の１００分の１５を加算



点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

点検事項
請求実績有

請求
実績無

１２．中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算

（１）指定居宅療養管理指導事業所の医師・薬剤師・管理栄養士・歯科衛生士等が、厚生労働大臣が
定める地域に居住している利用者に対して、通常の事業の実施地域を越えて指定居宅療養管理指導
を行った場合であること。

【厚生労働大臣の定める地域　平２１告８３・二】
①辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律(昭和三十七年法
律第八十八号)第二条第一項に規定する辺地
⇒　喜入、松元、郡山の一部地域及び東桜島地区（喜入瀬々串、喜入生見、喜入一倉、入佐、直木、
有屋田、東俣、黒神、高免）
②半島振興法(昭和六十年法律第六十三号)第二条第一項の規定により指定された半島振興対策実
施地域　⇒　喜入、松元、郡山、桜島及び東桜島地区（野尻・持木・東桜島・古里・有村・黒神・高免）
③離島振興法（昭和二十八年法律第七十二号）第二条第一項の規定により指定された離島振興対策
実施地域　⇒桜島町新島

□ □ □

１回につき所定単位数の５／１００を加算



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。　

点検項目

満たす
満たさ
ない

通院が困難な利用者について

介護予防居宅療養管理指導費は、在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、定期的に訪問
して指導等を行った場合の評価であり、継続的な指導等の必要のないものや通院が可能なものに対
して安易に算定してはならない。例えば、少なくとも独歩で家族・介助者等の助けを借りずに通院がで
きるものなどは、通院は容易であると考えられるため、介護予防居宅療養管理指導費は算定できない
（やむを得ない事情がある場合を除く。）※令和３年度明確化

□ □ □

１．医師が行う介護予防居宅療養管理指導費（Ⅰ）

（１）単一建物居住者１人に対して行う場合
□ □ □ １回につき、５１４単位を加算

（２）単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合
□ □ □ １回につき、４８６単位を加算

（３）（１）及び（２）以外の場合
□ □ □ １回につき、４４５単位を加算

（４）在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定介護予防居宅療養管理指導事業所の医
師が、当該利用者の居宅を訪問して行う計画的かつ継続的な医学的管理に基づき、介護支援専門員
に対する介護予防サービス計画の策定等に必要な情報提供（利用者の同意を得て行うものに限る。）
並びに利用者又はその家族等に対する介護予防サービスを利用する上での留意点、介護方法等に
ついての指導及び助言を行った場合であること。

□ □ □ 主治医意見書の様式を踏まえた新たな様式を設定。

（５）介護予防居宅療養管理指導費（Ⅱ）を算定する場合以外の場合に、医師が、当該利用者の居宅
を訪問して行う計画的かつ継続的な医学的管理に基づき、介護支援専門員に対する介護予防サービ
ス計画の策定等に必要な情報提供を行った場合であること。

□ □ □

（６）必要に応じて、利用者の社会生活面の課題にも目を向け、地域社会における様々な支援へとつ
ながるよう留意し、また、関連する情報については、ケアマネジャー等に提供するよう努めること。 □ □ □

（７）１月に２回を限度とすること。
□ □ □

２．医師が行う介護予防居宅療養管理指導費（Ⅱ）

（１）単一建物居住者１人に対して行う場合
□ □ □ １回につき、２９８単位を加算

（２）単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合
□ □ □ １回につき、２８６単位を加算

介護予防居宅療養管理指導費

点検結果

点検事項

請求実績有
請求

実績無



点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

点検事項

請求実績有
請求

実績無

（３）（１）及び（２）以外の場合
□ □ □ １回につき、２５９単位を加算

（４）在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定介護予防居宅療養管理指導事業所の医
師が、当該利用者の居宅を訪問して行う計画的かつ継続的な医学的管理に基づき、介護支援専門員
に対する介護予防サービス計画の策定等に必要な情報提供（利用者の同意を得て行うものに限る。）
並びに利用者又はその家族等に対する介護予防サービスを利用する上での留意点、介護方法等に
ついての指導及び助言を行った場合であること。

□ □ □ 主治医意見書の様式を踏まえた新たな様式を設定。

（５）医科診療報酬点数表の在宅時医学総合管理料又は施設入居時等医学総合管理料を算定する
利用者に対して、医師が、当該利用者の居宅を訪問して行う計画的かつ継続的な医学的管理に基づ
き、介護支援専門員に対する介護予防サービス計画の策定等に必要な情報提供を行った場合である
こと。

□ □ □

（６）必要に応じて、利用者の社会生活面の課題にも目を向け、地域社会における様々な支援へとつ
ながるよう留意し、また、関連する情報については、ケアマネジャー等に提供するよう努めること。

□ □ □

（７）１月に２回を限度とすること。
□ □ □

３．歯科医師が行う介護予防居宅療養管理指導費

（１）単一建物居住者１人に対して行う場合
□ □ □ １回につき、５１６単位を加算

（２）単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合
□ □ □ １回につき、４８６単位を加算

（３）（１）及び（２）以外の場合
□ □ □ １回につき、４４０単位を加算

（４）在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定介護予防居宅療養管理指導事業所の歯
科医師が、当該利用者の居宅を訪問して行う計画的かつ継続的な医学的管理に基づき、介護支援専
門員に対する介護予防サービス計画の策定等に必要な情報提供（利用者の同意を得て行うものに限
る。）並びに利用者又はその家族等に対する介護予防サービスを利用する上での留意点、介護方法
等についての指導及び助言を行った場合であること。

□ □ □ 歯科疾患在宅療養管理料（医療）の様式を踏まえた新たな様式を設定。

（５）必要に応じて、利用者の社会生活面の課題にも目を向け、地域社会における様々な支援へとつ
ながるよう留意し、また、関連する情報については、ケアマネジャー等に提供するよう努めること。 □ □ □

（６）１月に２回を限度とすること。
□ □ □



点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

点検事項

請求実績有
請求

実績無

４．病院又は診療所の薬剤師が行う介護予防居宅療養管理指導費

（１）単一建物居住者１人に対して行う場合
□ □ □ １回につき、５６５単位を加算

（２）単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合
□ □ □ １回につき、４１６単位を加算

（３）（１）及び（２）以外の場合
□ □ □ １回につき、３７９単位を加算

（４）在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定介護予防居宅療養管理指導事業所の薬
剤師が、医師又は歯科医師の指示に基づき、当該利用者を訪問し、薬学的な管理指導を行い、介護
支援専門員に対する介護予防サービス計画の策定等に必要な情報提供を行った場合であること。

□ □ □

（５）必要に応じて、利用者の社会生活面の課題にも目を向けた地域社会における様々な支援につな
がる情報を把握し、関連する情報を指示を行った医師又は歯科医師に提供するよう努めることとす
る。提供した文書等の写しがある場合は、記録に添付する等により保存することとする。

□ □ □

（６）１月に２回を限度とすること。
□ □ □

５．薬局の薬剤師が行う介護予防居宅療養管理指導費

（１）単一建物居住者１人に対して行う場合
□ □ □ １回につき、５１７単位を加算

（２）単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合
□ □ □ １回につき、３７８単位を加算

（３）（１）及び（２）以外の場合
□ □ □ １回につき、３４１単位を加算

（４）１月に４回を限度とすること。ただし、末期の悪性腫瘍の者、又は中心静脈栄養を受けている者に
対して、当該利用者を訪問し、薬学的な管理指導等を行った場合は、１週に２回、かつ、１月に８回を
限度とすること。

□ □ □

（５）在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定介護予防居宅療養管理指導事業所の薬
剤師が、医師又は歯科医師の指示に基づき、当該利用者を訪問し、薬学的な管理指導を行い、介護
支援専門員に対する介護予防サービス計画の策定等に必要な情報提供を行った場合であること。 □ □ □



点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

点検事項

請求実績有
請求

実績無

（６）薬局薬剤師にあっては、薬剤服用歴の記録に、少なくとも次の内容について記載しなければなら
ないこと。

①利用者の基礎情報として、利用者の氏名、生年月日、性別、介護保険の被保険者証の番号、住
所、必要に応じて緊急時の連絡先等
②処方及び調剤内容として、処方した医療機関名、処方医氏名、処方日、処方内容、調剤日、処方内
容に関する照会の内容等
③利用者の体質、アレルギー歴、副作用歴、薬学的管理に必要な利用者の生活像等
④疾患に関する情報として、既往歴、合併症の情報、他科受診において加療中の疾患
⑤併用薬等（要指導医薬品、一般用医薬品、医薬部外品及びいわゆる健康食品を含む。）の情報及
び服用薬と相互作用が認められる飲食物の摂取状況等
⑥服薬情報（残薬の情報を含む。）
⑦副作用が疑われる症状の有無（利用者の服薬中の体調の変化を含む。）及び利用者又はその家族
等からの相談事項の要点
⑧服薬指導の要点
⑨訪問の実施日、訪問した薬剤師の氏名
⑩処方医から提供された情報の要点
⑪訪問に際して実施した薬学的管理の内容（薬剤の保管状況、服薬状況、残薬の状況、投薬後の併
用薬剤、投薬後の併診、副作用、重複服用、相互作用等に関する確認、実施した服薬支援措置等）
⑫処方医に対して提供した訪問結果に関する情報の要点
⑬処方医以外の医療関係職種との間で情報を共有している場合にあっては、当該医療関係職種から
提供された情報の要点及び当該医療関係職種に提供した訪問結果に関する情報の要点

□ □ □

（７）介護予防居宅療養管理指導を算定している利用者に投薬された医薬品について、以下の情報を
知ったときは、原則として当該薬剤師は、速やかに当該利用者の主治医に対し、当該情報を文書によ
り提供するとともに、当該主治医に相談の上、必要に応じ、利用者に対する薬学的管理指導を行うこ
と。

①医薬品緊急安全性情報
②医薬品・医療機器等安全性情報

□ □



点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

点検事項

請求実績有
請求

実績無

（８）在宅協力薬局の薬剤師が在宅基幹薬局の薬剤師に代わって介護予防居宅療養管理指導を行っ
た場合には、次の薬剤服用歴の記録を行うこと。

①在宅協力薬局は、薬剤服用歴の記録を記載し、在宅基幹薬局と当該記録の内容を共有すること。
②①を踏まえ、在宅基幹薬局は、介護予防居宅療養管理指導の指示を行った医師又は歯科医師に
対する訪問結果についての報告や介護支援専門員等に対する必要な情報提供を行うこと。
③在宅基幹薬局は、薬剤服用歴に当該介護予防居宅療養管理指導を行った在宅協力薬局名及びや
むを得ない事由等を記載するとともに、請求明細書の摘要欄に在宅協力薬局が当該業務を行った日
付等を記載すること。

□ □ □

（９）医師又は歯科医師は、薬剤師への指示事項及び実施後の薬剤師からの報告による留意事項を
記載すること。なお、当該記載については、医療保険の診療録に記載することとしてもよいが、下線又
は枠で囲う等により、他の記載と区別できるようにすること。また、薬局薬剤師による訪問結果につい
ての必要な情報提供についての文書は、診療録に添付する等により保存すること。

□ □ □

（１０）必要に応じて、利用者の社会生活面の課題にも目を向けた地域社会における様々な支援につ
ながる情報を把握し、関連する情報を指示を行った医師又は歯科医師に提供するよう努めることとす
る。提供した文書等の写しがある場合は、記録に添付する等により保存することとする。

□ □ □

６．麻薬管理指導加算 １回につき１００単位を加算

（１）疼痛緩和のために麻薬の投薬が行われている利用者に対して、当該麻薬の使用に関し必要な薬
学的管理指導を行った場合であること。 □ □ □

（２）麻薬の投薬が行われている利用者に対して、定期的に、投与される麻薬の服用状況、残薬の状
況及び保管状況について確認し、残薬の適切な取扱方法も含めた保管取扱い上の注意事項等に関
し必要な指導を行うとともに、麻薬による鎮痛効果や副作用の有無の確認を行った場合に算定するこ
と。なお、薬局薬剤師にあっては、処方せん発行医に対して必要な情報提供を行うこと。

□ □ □



点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

点検事項

請求実績有
請求

実績無

（３）薬局薬剤師にあっては、薬剤服用歴の記録に、少なくとも次の事項について記載されていなけれ
ばならない。

①訪問に際して実施した麻薬に係る薬学的管理指導の内容（麻薬の保管管理状況、服薬状況、残薬
の状況、麻薬注射剤等の併用薬剤、疼痛緩和の状況、麻薬の継続又は増量投与による副作用の有
無などの確認等）
②訪問に際して行った患者及び家族への指導の要点（麻薬に係る服薬指導、残薬の適切な取扱方法
も含めた保管管理の指導等）
③処方医に対して提供した訪問結果に関する情報（麻薬の服薬状況、疼痛緩和及び副作用の状況、
服薬指導の内容等に関する事項を含む。）の要点
④利用者又は家族から返納された麻薬の廃棄に関する事項（県知事に届け出た麻薬廃棄届の写しを
薬剤服用歴の記録に添付することで差し支えない。）

□ □ □

（４）医療機関の薬剤師にあっては、薬剤管理指導記録に、少なくとも次の事項について記載されてい
なければならない。

①麻薬に係る薬学的管理指導の内容（麻薬の保管管理状況、服薬状況、残薬の状況、疼痛緩和の
状況、副作用の有無の確認等）
②麻薬に係る利用者及び家族への指導・相談事項（麻薬に係る服薬指導、残薬の適切な取扱方法も
含めた保管管理の指導等）
③利用者又は家族から返納された麻薬の廃棄に関する事項
④その他の麻薬に係る事項

□ □ □

（５）情報通信機器を用いた服薬指導評価加算を算定している場合は算定しない。
□ □ □

７．情報通信機器を用いた服薬指導評価加算　　※薬局の薬剤師が行う場合 １回につき４５単位を加算（月に一回）

在宅時医学総合管理料に規定する訪問診療の実施に伴い、処方箋が交付された利用者であって、居
宅療養管理指導費が月１回算定されている利用者に対して情報通信機器を用いた服薬指導を行った
場合。

□ □ □

（１）薬機法施行規則及び関連通知に沿って実施すること □ □ □

（２）訪問診療を行った医師に対して、情報通信機器を用いた服薬指導の結果について必要な情報提
供を行うこと

□ □ □

（３）この場合において、介護予防居宅療養管理指導費の加算は算定できない。 □ □ □



点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

点検事項

請求実績有
請求

実績無

８．管理栄養士が行う介護予防居宅療養管理指導費

居宅療養管理指導(Ⅰ）(当該事業所の管理栄養士）

（１）単一建物居住者１人に対して行う場合
□ □ □ １回につき、５４４単位を加算

（２）単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合
□ □ □ １回につき、４８６単位を加算

（３）（１）及び（２）以外の場合
□ □ □ １回につき、４４３単位を加算

（４）在宅の利用者であって通院又は通所が困難なものに対して、指定介護予防居宅療養管理指導事
業所の管理栄養士が、計画的な医学的管理を行っている医師の指示に基づき、当該利用者を訪問
し、栄養管理に係る情報提供及び指導又は助言を行った場合であること。

□ □ □

（５）厚生労働大臣が定める特別食を必要とする利用者又は低栄養状態にあると医師が判断した者に
対して、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、薬剤師差の他の職種の者が共同して、利用者ごとの
摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。

□ □ □

（６）利用者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っているとともに、利用者又はその家族等に対し
て、栄養管理に係る情報提供及び指導又は助言を行い、利用者の栄養状態を定期的に記録している
こと。

□ □ □

（７）利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直している
こと。 □ □ □

（８）医師の指示に基づき、管理栄養士が利用者の居宅を訪問し、作成した栄養ケア計画を患者又は
その家族等に対して交付するとともに、当該栄養ケア計画に従った栄養管理に係る情報提供及び栄
養食事相談又は助言を３０分以上行った場合であること。

□ □ □

（９）管理栄養士の行う介護予防居宅療養管理指導は、次のプロセスを経ながら実施すること。

①栄養スクリーニング（利用者の低栄養状態のリスクを把握）
②栄養アセスメント
③他職種共同で栄養ケア計画を作成し、利用者又はその家族に説明し、同意を得ること。
④栄養ケア計画に基づく介護予防居宅療養管理指導の実施。
⑤介護支援専門員に対する情報提供
⑥定期的な栄養状態のモニタリングや医師に対する報告など。
⑦概ね３月を目途として、栄養スクリーニングを実施し、医師の指示のもとに関連職種と共同して当該
計画の見直しを行うこと。

□ □ □



点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

点検事項

請求実績有
請求

実績無

（１０）居宅療養管理指導の提供に当たり、居宅療養管理指導を行う医師・歯科医師の指導、助言等
につながる情報の把握に努め、必要な情報を医師又は歯科医師に提供する。 □ □ □

居宅療養管理指導(Ⅱ）（当該事業所以外の管理栄養士）

（１）単一建物居住者１人に対して行う場合
□ □ □ １回につき、５２４単位を加算

（２）単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合
□ □ □ １回につき、４６６単位を加算

（３）（１）及び（２）以外の場合
□ □ □ １回につき、４２３単位を加算

（4）当該事業所以外の他の医療機関、介護保険施設、日本栄養士会又は都道府県栄養士会が設
置・運営する「栄養ケア・ステーション」と連携して、当該事業所以外の管理栄養士が居宅療養管理指
導を実施した場合。

□ □ □

（５）居宅療養管理指導(Ⅰ）の（４）～（１０）に該当すること □ □ □

９．歯科衛生士等が行う介護予防居宅療養管理指導費

（１）単一建物居住者１人に対して行う場合
□ □ □ １回につき、３６１単位を加算

（２）単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合
□ □ □ １回につき、３２５単位を加算

（３）（１）及び（２）以外の場合
□ □ □ １回につき、２９４単位を加算

（４）在宅の利用者であって通院又は通所が困難なものに対して、指定介護予防居宅療養管理指導事
業所の歯科衛生士、保健師又は看護職員が、訪問歯科診療を行った歯科医師の指示に基づき、当
該利用者を訪問し、実地指導を行った場合であること。

□ □ □

（５）介護予防居宅療養管理指導が必要であると歯科医師が判断した者（その実施に同意する者に限
る。）に対して、歯科衛生士、保健師又は看護職員が、当該利用者を訪問し、歯科医師、歯科衛生士
その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔衛生状態及び摂食・嚥下機能に配慮した管理指導
計画を作成していること。

□ □ □

（６）利用者ごとの管理指導計画に従い療養上必要な指導として当該利用者の口腔内の清掃、有床義
歯の清掃又は摂食・嚥下機能に関する実地指導を行っているとともに、利用者又はその家族等に対し
て、実地指導に係る情報提供及び指導又は助言を行い、定期的に記録していること。

□ □ □



点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

点検事項

請求実績有
請求

実績無

（７）利用者ごとの管理指導計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直してい
ること。 □ □ □

（８）歯科衛生士等の行う介護予防居宅療養管理指導は、訪問歯科診療を行った利用者又はその家
族等に対して、当該訪問診療を行った歯科医師の指示に基づき、当該医療機関に勤務（常勤又は非
常勤）する歯科衛生士等が、利用者の居宅を訪問して、利用者又はその家族の同意及び訪問診療の
結果等に基づき作成した管理指導計画を利用者又はその家族等に対して交付するとともに、当該管
理指導計画に従った療養上必要な実地指導を１人の利用者に対して歯科衛生士等が１対１で２０分以
上行った場合に算定すること。

□ □ □

（９）実地指導が単なる日常的な口腔清掃等であるなど療養上必要な指導に該当しないと判断される
場合は算定できないこと。 □ □ □

（１０）指示を行った歯科医師の訪問診療の日から起算して３月以内に行われた場合に算定すること。
□ □ □

（１１）歯科衛生士等が介護予防居宅療養管理指導を行った時間は、実際に指導を行った時間をいう
ものであり、指導のための準備や利用者の移動に要した時間等は含まないこと。 □ □ □

（１２）医療機関に勤務する歯科衛生士等が、居宅に訪問して実施し、終了後は、指示等を行った歯科
医師に報告していること。 □ □ □

（１３）歯科衛生士等は、実地指導に係る記録を作成し、交付した管理指導計画を当該記録に添付す
る等により保存するとともに、指導の対象となった利用者ごとに利用者氏名、訪問先、訪問日、指導の
開始及び終了時刻、指導の要点、解決すべき課題の改善等に関する要点、歯科医師からの指示等、
歯科医師の訪問診療に同行した場合には、当該歯科医師の診療開始及び終了時刻及び担当者の署
名を明記し、指示等を行った歯科医師に報告すること。

□ □ □



点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

点検事項

請求実績有
請求

実績無

（１４）歯科衛生士等が行う介護予防居宅療養管理指導は、次のプロセスを経ながら実施すること。

①利用者の口腔機能（口腔衛生、摂食・嚥下機能等）のリスクを把握すること（以下「口腔スクリーニン
グ」という。）。
②口腔機能スクリーニングを踏まえ、利用者の解決すべき課題を把握すること（以下「口腔機能アセス
メント」という。）。
③口腔機能アセスメントを踏まえ、歯科医師、歯科衛生士その他の職種の者が共同して、利用者ごと
に口腔衛生に関する事項（口腔内の清掃、有床義歯の清掃等）、摂食・嚥下機能に関する事項（摂
食・嚥下機能の維持・向上に必要な実地指導、歯科保健のための食生活指導等）、解決すべき課題
に対し関連職種が共同して取り組むべき事項等を記載し、利用者の疾病の状況及び療養上必要な実
地指導内容や訪問頻度等の具体的な計画を含めた管理指導計画を作成すること。
④作成した管理指導計画は、介護予防居宅療養管理指導の対象となる利用者又はその家族に説明
し、その同意を得ること。
⑤管理指導計画に基づき、利用者に療養上必要な実地指導を実施するとともに、管理指導計画に実
施上の問題（口腔清掃方法の変更の必要性、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必要
性等）があれば直ちに当該計画を修正すること。
⑥利用者の口腔機能に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、口腔機能のモニタリ
ングを行い、当該介護予防居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師に対する報告を行うこと。
⑦利用者について、おおむね３月を目途として、口腔機能のリスクについて、口腔機能スクリーニング
を実施し、当該介護予防居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師に報告し、歯科医師による
指示に基づき、必要に応じて管理指導計画の見直しを行うこと。
⑧管理指導計画の見直しに当たっては、歯科医師その他の職種と共同して行うこと。
⑨サービスの提供記録において利用者ごとの管理指導計画に従い、歯科衛生士等が利用者の状態
を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に歯科衛生士等の介護予防居宅療養管理指導日の算
定のために利用者の状態を定期的に記録する必要はないものである。

□ □ □

（１５）当該介護予防居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師は、訪問診療の結果等に基づき
指示した内容の要点を記載し、共同で作成した管理指導計画を添付する等により保存すること。 □ □ □

（１６）当該介護予防居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師は、管理指導計画に基づき、実
際に実地指導を行う歯科衛生士等に対して指示等を行い、指示等の内容の要点を記載すること。 □ □ □



点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

点検事項

請求実績有
請求

実績無

（１７）当該介護予防居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師は、管理指導計画の見直しに当
たっては、歯科衛生士等の報告を受け、歯科医師の訪問診療の結果等に基づき、指示した内容（療
養上必要な実地指導の継続の必要性等）の要点を記載し、共同で作成した管理指導計画を添付する
等により保存すること。

□ □ □

（１８）利用者の口腔機能の状態によっては、医療における対応が必要である場合も想定されることか
ら、その疑いがある場合は、利用者又は家族等の同意を得て、指示を行った歯科医師、歯科医師を
通した介護予防支援事業者等への情報提供等の適切な措置を講じること。

□ □ □

（１９）居宅療養管理指導の提供に当たり、居宅療養管理指導を行う歯科医師の指導、助言等につな
がる情報の把握に努め、必要な情報を歯科医師に提供する。 □ □ □

１０．特別地域介護予防居宅療養管理指導加算

厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防居宅療養管理指導事業所の医師・薬剤師・管
理栄養士・歯科衛生士等が指定介護予防居宅療養管理指導を行った場合であること。

【厚生労働大臣が定める地域】平２４告１２０
①辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律(昭和三十七年法
律第八十八号)第二条第一項に規定する辺地
⇒　喜入、松元、郡山の一部地域及び東桜島地区（喜入瀬々串、喜入生見、喜入一倉、入佐、直木、
有屋田、東俣、黒神、高免）
②離島振興法（昭和二十八年法律第七十二号）第二条第一項の規定により指定された離島振興対策
実施地域　⇒桜島町新島

□ □ □

１回につき所定単位数の１５／１００を加算



点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

点検事項

請求実績有
請求

実績無

１１．中山間地域等における小規模事業所加算 １回につき所定単位数の１０／１００を加算

厚生労働大臣の定める地域に所在し、かつ、厚生労働大臣が定める施設基準に適合する指定介護
予防居宅療養管理指導事業所の医師・薬剤師・管理栄養士・歯科衛生士等が指定介護予防居宅療
養管理指導を行った場合であること。

【厚生労働大臣が定める地域  平２１告８３・一】
①辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律(昭和三十七年法
律第八十八号)第二条第一項に規定する辺地
⇒　喜入、松元、郡山の一部地域及び東桜島地区（喜入瀬々串、喜入生見、喜入一倉、入佐、直木、
有屋田、東俣、黒神、高免）
②半島振興法(昭和六十年法律第六十三号)第二条第一項の規定により指定された半島振興対策実
施地域　⇒　喜入、松元、郡山、桜島及び東桜島地区（野尻・持木・東桜島・古里・有村・黒神・高免）

【厚生労働大臣が定める施設基準】
１月当たり延訪問回数が５回以下の指定介護予防居宅療養管理指導事業所であること。

□ □ □

１２．中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算 １回につき所定単位数の５／１００を加算

（１）指定介護予防居宅療養管理指導事業所の医師・薬剤師・管理栄養士・歯科衛生士等が、厚生労
働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、通常の事業の実施地域を越えて指定介護予防
居宅療養管理指導を行った場合であること。

【厚生労働大臣の定める地域　平２１告８３・二】
①辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律(昭和三十七年法
律第八十八号)第二条第一項に規定する辺地
⇒　喜入、松元、郡山の一部地域及び東桜島地区（喜入瀬々串、喜入生見、喜入一倉、入佐、直木、
有屋田、東俣、黒神、高免）
②半島振興法(昭和六十年法律第六十三号)第二条第一項の規定により指定された半島振興対策実
施地域　⇒　喜入、松元、郡山、桜島及び東桜島地区（野尻・持木・東桜島・古里・有村・黒神・高免）
③離島振興法（昭和二十八年法律第七十二号）第二条第一項の規定により指定された離島振興対策
実施地域　⇒桜島町新島

□ □ □


